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１　経営企画課長あいさつ
　
２　報告事項
（１）第５回宗像市総合計画審議会の議事要旨について
　　　事務局説明

（２）まちづくり計画と総合計画の関係等について
　　　事務局説明
（部会長）
資料番号２の「まちづくり計画と総合計画の関連」について、質問あればどうぞ。

（委員）
図については、単なる重なりではなく、3次元の重なりとなるのではないか。つながりの密接さが表せられるとよいのではないか。

（事務局）
密接さについては十分理解している。図の表し方については、他の部会の意見も踏まえ検討したい。

（部会長）
協働ということから、力を合わせることが図になればいいのではないか。
コミュニティが独自性を発揮する場合、行政との共通の目標に向かうことが確認できれば、取組みに自由度を持ってよいという認識でよいか。

（事務局）
おっしゃるとおりである。第二次総合計画においては、まちづくり計画と合本することに取り組んでいきたいと思っている。第三次総合計画以降では、事業レベルまでまちづくり計画と連動することができるよう発展させていきたいと考えている。

（委員）
本来、行政とコミュニティは機能分担してよいと思う。ただし、基本理念は共有化しておく必要がある。行政とコミュニティが重複して進めるにしても、基本的な考え方を共有しておき、それぞれの地域がそれぞれの役割の中で取り組んでいかないと話がおかしくなると思われる。これについては、市の考えを明確に言われておいた方がよいのではないか。

（事務局）
御指摘のとおりである。第二次総合計画は、行政がどんなことを考え、どんなまちづくりを目指しているか、また、各コミュニティがどんなことを考え、どんな地域づくりを目指しているかを1冊で見ることができる。
計画を進めるにあたり、行政がやるべきもの、地域との協働でやるべきもの、コミュニティに任せて行政が支援したりコミュニティの自主性を尊重したりするものなど様々な場合が出てくる。第三次総合計画では、お互い意見交換しながら、行政とコミュニティが担うべき分野、お互い連携して共同でやるべき分野、コミュニティにお願いする分野など、役割分担をした計画になろうかと思う。

（部会長）
その他、意見がでないため、次の資料番号３「総合計画と行政評価について」の説明を事務局の方からお願いしたい。

（３）総合計画と行政評価について
　　　事務局説明

（部会長）
総合計画と行政評価について、質問がある方はどうぞ。

（委員）
以前行われた、第一次総合計画の中間報告のなかでに、コミュニティの問題と行政が思う問題とに乖離が生じていた。内部だけでの評価は難しいため、外部評価の導入を検討しているのか。

（事務局）
現在の評価は内部評価であり、第二次総合計画では、外部評価の本格的な導入を検討していくとしている。現在の外部評価については、むなかた改善会議という形で実施している。事業単位で外部の専門家から御意見をいただき、廃止や継続といった形でなく、どのようにすれば事業がよくなるといった、改善提案をいただいている。

（事務局）
加えて、毎年市民アンケートをとっており、市民がどのように感じているのかを把握していきながら、市民の評価を得ている。

（部会長）
評価主体が誰になるのかをはっきりさせておく必要があると思う。
そのほか、意見が出ないため、審議事項の方に移りたいと思う。事務局説明をお願いしたい。

３　審議事項
（1） 第二次宗像市総合計画　基本計画案について
　　　事務局説明

（部会長）
協働の推進に向けた取り組みや都市ブランドの取組みを含めて、御意見いただきたい。

（委員）
取組方針はすべて網羅していると思うが、施策として元気が出るのかわからない。
また、主な取組事業はこれからのことを記載するのか現状取り組んでいることも記載するのかわからない。都市ブランドを考えると、主な取組事業の記載は弱いのではないか。

（事務局）
主な取組事業については、新しい取組みもあれば現在やっている取組みをさらに強化していく、範囲を広げていくなどの取組みも記載している。例えば、家庭や地域の教育力の向上の区分では、主な取組事業の学童保育事業への地域力の導入について、来年度から吉武地区コミュニティが学童保育を行う予定となっている。検証等行いながら強化していくのか、他地区でも導入するのなかなどを踏まえた新しい取組みである。

（委員）
子どもの権利救済問題についての掲載については、教育部門か福祉部門か悩ましいところであるが、現在の施策に掲載した理由は何か。

（事務局）
子どもの権利救済問題は、意味合いとして、教育や福祉という体系的な枠でとらえる必要はないととらえている。どこかに位置付けるならば、子どもの育ちの１番基本的なところである子どもの健全育成に記載するのが打倒だと考えている。

（委員）
家庭の教育力は基本的生活習慣などわかりやすいですが、地域の教育力というと何を言っているのか。
また、社会体育や習い事など多くの選択肢があるなかで、子ども会に特化した記載をすした理由は何か。コミュニティの育成部会は、子ども会に入っていようがいまいが子どもに関わっていく。子ども会をもっと活性化したいということであれば、あえて否定はしないが、現状である。
新たな取組みとして、体験型や交流型の取組みをされるのは、いい傾向にあると思う。

（事務局）
地域の教育力であるが、少子化と核家族化の問題があり、人が交わらない中で、子どもがいろいろな刺激や体験をしながら育つということが難しい状況である。地域と交わり体験しながら、いろいろな情報を吸収、学習することが必要である。当然、子どもの育ちと同時に、親育ちもあると思っている。地域全体で、お互いの育ち合いというものが必要なのかと思い、子どもの育ちを考えるうえでは、地域や家庭の教育力というのは最も基本的で重要なテーマであろうと思っている。ただ、おっしゃられるように、地域の教育力という形が難しくなってきている現状は感じている。
子ども会の意見だが、子ども会という形ではなく、地域の子どもの集団が子ども会であるということで捉えている。その他にも、いろいろな選択肢があるので、幅広い選択肢があって当然いいと思っている。形としての子ども会は減少しつつあるが、現存するところは今後も期待したいという意味で、子ども会を取り上げている。

（委員）
子ども会という単位で大人がつながっているということがとてもいいことだと思い、あえて否定はしていない。地域の教育力というのが、地域で活動している本当に限られた人間だけではないかということがあるため、関連づけて、高齢者の底上げや世代間交流という実態を取り入れていただきたい。時間が多くある方々と子どもが一緒にいることのよさをすごく感じており、リタイアした方々と子どもの育成の取組みをしていくという展開をしていただければ、地域の教育力というのはおのずと向上していくのではないかと思う。

（部会長）
いまのご意見は、主な取組事業にある家庭や地域の教育力の向上の推進のための周知や啓発という記載で済むのかというものである。具体的な活動や交流をする、宗像の中での先進事例を学び合うなど、もう少し具体化する必要があるのではないだろうか。

（事務局）
具体的な事業を幅広く展開していく中で、子ども同士の交流、大人同士、世代間の交流など多くの交流をすることが１番良いイメージとしてとらえている。
１つの例であるが、いくつかのコミュニティで寺子屋事業が開催されている。学校での学習だけでなく、家庭学習の定着の１つとして、地域の人材の指導のもとで子どもが集まり勉強しようという場ができつつある。勉強が終われば一緒に遊ぶということで、子どもの交流の場、大人に昔遊びを教えていただく場として、縦横の交わりが見え隠れしており、大変期待している。

（委員）
地域で活動していて思うのだが、人材がつながらない現状にあるのではないか。地域につながる人材育成という項目を入れていただければと考えている。

（事務局）
人材育成の現状としては、ボランティア養成講座などを実施しているが、取組方針の２行目で地域人材の活用という表現で触れている。スキルを持った方々の活用、それからさらにスキルを上げていただく取組みは当然のことであり、表現として出すかどうか、検討させていただきたい。

（部会長）
地域の教育力の向上というためには、地域の人材の資質向上、レベルアップがあって初めて教育力が上がるという、そういう意味が含まれているという理解でよいか。

（事務局）
問題ない。
（委員）
学校、地域、家庭とよく言われるが、学校も地域の中の一つである。この地域という意味合いは、コミュニティを指しているということでいいのか。

（事務局）
地域は、場面によって大きくとらえることも当然ある。学校と連携するときには、学校と地域が別々の位置にあるようにとらえることができる。最も広義にとらえると、学校、家庭、コミュニティ、企業などいろいろ含めて地域というとらえ方も当然あるのではないかと思う。その時々で、地域という概念は広くなったり狭くなったりすることがあると思っている。

（部会長）
小学校区の範囲とコミュニティの範囲とが重なっているところ、違うところが現実にある。例えば、子ども会の単位をどの範囲でつくっていくのか考えるということも出てくるかもしれない。施策ごとに、どの範囲で展開することが最も効果的なのか、あるいは協働ができるのか、それから宗像市の今までのコミュニティづくりの経験を生かせる形で地域の教育力があげられないかなど、実際の施策をやっていく中で試行錯誤もしなければいけない話なのかもしれないということなのではないだろうか。

（委員）
学童保育の地域力の導入ということで、吉武地区が今後どういう形になるのか全然見えていない。本当に続くのかどうか、また、特別支援の子どもが入ってきたときはどうするのかなども考える必要がある。そうなると、あまりにも地域に重みがあるのではないだろうか。また、取組方針に地域活動の活性化や情報の共有化とあるが、情報というのはどういう情報を共有するのか。

（事務局）
情報の共有に関しては、行政の役割として、子どもを取り巻く現状や課題などの情報を的確に把握して発信することであると考えている。

（委員）
事業展開によって地域のエリアも違い、行政と地域の役割はそれぞれ機能分担がある。具体的な事業展開を図りながら区分していくというように、整理していくほうがよいのではないだろうか。


（部会長）
協働の取組みをしていくなかで役割や機能が分担するのではないだろうか。コミュニティの人口構成によって、可能、不可能ということもあろうかと思い、多様性も踏まえた上で展開せざるを得ないだろうと思っている。

（委員）
コミュニティ施策が始まり、地域のことは地域で考えるようにと言われたが、何もヒントがなかった。特に子どもについては、地域の子どもの様子がわからない中でどのように子どもの育成に携わってよいかがわからず大変だった。そのため、情報の共有化はとても重要だと思う。市がどのような方向性をもち子どもの育成を考えているのか伝えていただきたい。

（事務局）
子どもの育成において、情報の共有化は行政と地域が協働するなかで1番大事で基本的な問題だろうと思っている。行政も若干反省しなくてはいけないところもあるが、現状では、情報を共有する場面として、コミュニティの青少年部会に子ども部の職員が出席させていただいている。部内でも、各地域担当の職員が参加するうえで、地域の方々に期待を持っていただけるよう、今後もしっかり考えていきたい。

（委員）
主な取組事業のキャリア教育の推進とあるが、どのようにキャリア教育をしていこうとされているのか。今の日本のキャリア教育のなかで、職場体験をさせるだけさせて、選択肢などの責任を子どもにすべて押しつけているといった批判があっている。

（事務局）
中学校2年生では、わくわくワークをやっているところである。5日間の体験学習だけではなく、事前事後の学習を継続するということを考えているところである。

（部会長）
大学にも、図書館の司書や食堂の配ぜんなどにわくわくワークで来てもらっており、体験後の感想文もきているのですが、そのことが子どもの成長にどう貢献しているのか、評価として気になる。

（事務局）
直接的な効果がどのようにあるのかというのは図りづらいが、体験にいった事業所の方とまちで会ったときに挨拶が良くできている、体験した業種に就職しているなどがあげられる。

（部会長）
教育効果は長い目で見ていかないとわからないので、そんなにすぐ結果が出るものでもないだろうと思う。
子どもの権利ということで、意見表明の機会とあるが、具体的に何か。

（事務局）
市内で子どもがさまざまな体験活動をしたことを報告する、わくわく体験報告会を２月に開催にしている。また、教育委員会ではスピーチコンテストや図書館の調べる学習コンクール等を実施している。その他、毎年１１月に行う子ども祭りでは、運営の一部を担う子ども実行委員会を組織し、企画運営に携わっている。今後は、さらにこのような機会を拡大していく必要があると考えている。

（委員）
子ども基本条例で、０歳から１８歳を子どもとしている。基本計画案の中には高校生という記載がないが、都市ブランドを推進するにあたり、高校生までの居場所があるというように具体的に記載してはどうか。

（事務局）
現状では、いろいろな事業展開の中で高校生の参加や交わりも当然考えていきたいと思っている。例えば、カナダの派遣事業は高校生を対象に、今年度初めて実施した。子ども祭りについても、開会式で宗像高校の吹奏楽部の演奏があり、大変盛り上がった。世界一受けたい科学広場についても高校生が大活躍という状況であった。

（部会長）
大学教育をしているものとしては、高校教育を何とかしてほしいという気持ちがある。看護でいえば、答えは一人一人についてたくさんあるにもかかわらず、答えは１つだという教育をずっとしてきているため、いかに大学教育のなかで変えるかということにすごく苦労するので、少し踏み込んでもらえるとありがたいなと思っている。中高一貫校の話がある中、小中高大までつながっている教育のまちということを訴えることで都市ブランドして大きくなるのではないだろうか。

（委員）
中学生や高校生はイベントのときに発表の場があるということだが、そうではなく、日常生活のなかに居場所があることが一番大事なのではないだろうか。中学生、高校生の居場所づくりを考えるのも都市ブランドにつながるのではないだろうか。

（委員）
コミュニティセンターでは中高生や高校生が勉強するなどの活用をしている。コミュニティの記載のなかに、青少年の居場所のような文言を入れるといいのではないだろうか。

（事務局）
取組方針に中学生、高校生を書き込むほうがいいのか、宗像市でいう子どもは、中学生、高校生を含むということで整理する方がいいのか検討させていただきたい。いずれにしても、誰が読んでも中学生、高校生を含んでいるということがわかるという表記を行うということで検討に入りたい。

（部会長）
それでは、時間も限られており、本日もう一つの施策の審議をする必要があるため、次の施策の説明をお願いしたい。

（事務局）
事務局説明

（部会長）
それでは、質問などありましたらどうぞ。

（委員）
取組方針にあるように、病院と子育て情報の連携を強化していただきたい。病院に地域や行政の情報があったら今以上に充実した環境になると思う。

（事務局）
医療機関と行政の間では、母子保健の関係で強いパイプがあり、妊娠してからの情報は行政にも届いてくる。それに応じて支援体制をとるということが基本になっており、今後も充実していきたいと思っている。

（委員）
取組事業を色々というときりがないので、取組方針から一定の方向性を見ていけばいいと思う。この施策の大きなウエイトをしめるのは障害児の問題ではないかと思う。宗像市は全国でも先進的に発達障害に対する支援に取り組んでいるが、障害児が年々増えている実態の中で、発達障害だけではなく、知的障害や身体障害についても考えていく必要があるのではないか。取組みの温度差はあっていいと思うが、取組方針に記載のある、成長や発達に支援が必要な子どもやその家族に対する支援の充実という記載で、知的障害や身体障害についても置き換えて解釈していいのだろうか。

（事務局）
発達に支援が必要というところで、知的や身体障害も含め、成長や発達に支援が必要な子どもと解釈していただきたい。福祉課と連携を取りながら支援体制の充実に取り組んでいきたいと考えている。

（委員）
児童虐待については項目として基本計画の中に出てくるが、問題提起として、今大きな社会問題となっている児童虐待、障害児者の虐待、高齢者の虐待については、どこでどういうふうに整理をするのか事務局で議論していただきたい。本日の回答は不要である。

（委員）
発達障害のことであるが、保育園や幼稚園の先生が説明をしてもなかなか聞き入れてくれない保護者の人がいるという話を聞いた。先生方もなかなか切り出しにくいというなかで、市として連携強化ということもあったほうがいいのではないか。

（事務局）
発達支援センター開設以来、ずっと大きな問題だったところである。保護者の様子を見ながら幼稚園の先生からか発達支援センターからかというアプローチの検討を行っている。発達支援センターとしては、保育所や幼稚園に対し巡回相談を行っており、気になる子どもについてはその都度報告いただき、先生方に助言させていただいている。その後の進学についても、小学校に申し送りということで情報提供を行い、発達支援センターと一緒になって保護者に働きかけを行っていくなど、様々な連携に取り組んでいるところである。

（委員）
取組方針に記載のある子育てサロンとの連携について、どのような連携強化を考えているのか。

（事務局）
市では、子育て支援センターや地域の子育てサロンを設け、地域ぐるみで子育てを支援する体制作りを進めている。子育て支援センターが中心となり、地域に１８カ所ある子育てサロンと連携して、総合的に子育て支援を図っていくという意味で考えている。

（委員）
連携と言われると具体的に何を行うのかわからないが、各地域の子育てサロンが今の状態を続けていきながら、情報交換をしていくという理解でよいか。

（事務局）
子育て支援センターでは子育てサロンとの連携会議を実施しており、情報の共有化を図っているところである。子育て支援センターとしては、各地域の子育てサロンの課題がどこにあるかというものを把握した上で、来られた方に情報の提供を行っていきたいと考えている。お互いに目的は一緒であり、今後も協力して進めていきたいと考えている。

（委員）
待機児童ゼロの維持とあるが、核家族化やひとり親家庭が増加する中で本当に維持できるのか。来年度４月から増園するが、赤ちゃん訪問をしていると、ほとんどのお母さんが預けたいが希望するところに入れないという話を聞く。言葉として魅力的であるが、本当にそれが現実的に可能なのか。

（事務局）
１１月に来年度の４月からの入所申込を行ったが、定員を上回る申込みがあっている。２７年度から子供や家庭を支える仕組みが大きく変わる子ども子育て新制度が実施される予定になっており、幼児期の教育や保育、それから地域の子育て支援などを質・量ともに充実させていくことになる。認定こども園、幼稚園、保育所に共通の給付を創設することなどが主な内容になっており、実施主体が市町村となることから、各市町村においては、保育サービスの利用希望などを把握するニーズ調査を今年度にも行い、それに基づき、来年度に子ども子育て支援事業計画を策定することが義務づけられている。ニーズ調査で将来的な需要を把握した上で、今後の認定こども園等の施設整備計画を立てていくことになるため、待機児童ゼロは今後も維持していく予定としている。

（委員）
保育士が不足しているという問題があるが、連携をするのであれば、保育士不足を解消できるような取組みをしていただきたい。

（事務局）
現状では、若い保育士が続かなくてやめるケースがあり、保育士の確保が難しいというのが全国的な課題である。潜在的な保育士も地域にはいらっしゃるが、なかなか雇用にはつながらないという課題もある。県の人材バンク等の活用をしているところであるが、市としても、幼児教育の充実を図るというところで、保育所や幼稚園の職員研修等の充実を図っており、今後も充実させていく予定である。

（委員）
県が実施している子育てマイスター制度について、この制度を活用した方が市の保育園でどのくらい活躍しているか把握しているか。

（事務局）
各保育園にどれぐらいの方がいらっしゃるかというのは把握していない。保育士の確保策についても、市独自で事業を実施することはなかなか難しいのが現状である。県の人材バンクである保育士就職支援センター、また、現場復帰促進研修会については、本市としても案内をしており、この２つの事業は今後も活用していきたいと考えている。

（部会長）
子育て環境の充実は、都市ブランドの目玉となる施策であり、近隣の市町村に負けないためにもしっかりと打ち出していくことが大事ではなだろうか。主な取組事業が惹きつける記載になっていないのではと見受けられ、見えなければやっていないことと同じであるため、可視化を意識した記載を考えていただきたい。

（事務局）
都市ブランドに関しては、子育て世代に選ばれるまちということで、いろんな施策の中に明記し、施策を重点化したり磨いたりすることになっている。また、磨いた施策をまちの魅力としてどうＰＲしていくか、ＰＲを繰り返すことによって、まちのイメージが浸透、定着していくのではないかと考えている。総合計画は計画としての取組方針を示すものであり、どう活用、発信していくかというＰＲについては、計画とは別のレベルで手法、媒体、分かりやすさを工夫していかなければならないと思っている。取組方針の中で、都市ブランドに貢献できるようなものがあれば検討できるが、ここでは、待機児童ゼロを目指すということを打ち出すなど、子育て環境を充実させていくことを記載していきたい。

（部会長）
今日は２つの施策について議論したが、足りない部分あるいはもうちょっと踏み込んだほうがいいなどの意見が出たため、事務局で議論していただき、終わったら報告していただくということで進めたい。
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